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３ 【事業の内容】 

当グループは、当社、子会社28社及び関連会社１社で構成され、半導体製造装置、コンピュータ・

ネットワーク、電子部品等の産業用エレクトロニクス製品の製造・販売を主な事業の内容としており

ます。当グループの事業に係わる位置づけは、次のとおりであります。 

半導体製造装置…………………連結子会社東京エレクトロン東北㈱、東京エレクトロンＡＴ㈱、東



 

  

  





























３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等にかかる投資予定金額は、150億円であり

ます。 

その所要資金については全額、自己資金を充当する予定であります。 

重要な設備の新設、改修、除却、売却等の計画は、以下のとおりであります。 

(1) 新設 
  

投資予定金額 着手及び完了予定 
会社名 





  ②当社は、当社と個別の対象者との間で締結する新株予約権割当契約において、年間(１月１日から12月31

日までの期間をいいます。)における行使可能な新株予約権の個数の上限または新株予約権の行使によっ

て発行される株式の発行価額の合計額の上限(以下、新株予約権の個数の上限を「新株予約権行使の上

限」といい、発行される株式の発行価額の合計額の上限を「発行価額の上限」といいます。)を定めるこ

とができます。対象者はかかる新株予約権行使の上限および発行価額の上限を超えないように、新株予

約権を行使しなければなりません。 

  ③対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役また

は従業員等の地位にあることを要します。 

  ④上記③にかかわらず、対象者が平成16年８月１日以降に死亡した場合は、対象者の死亡の日より１年以

内(ただし、権利行使期間の末日までとします。)に限り、相続人は新株予約権を権利行使することがで

きます。 

  ⑤上記③にかかわらず、対象者が定年により当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役また

て叢ﾝｯれﾄにおﾂ｢て｀、続と限り・と頃るません。 











② 平成11年６月29日開催の第36期定時株主総会において、旧商法第210条ノ２第２項の規定に基づ

き、当社が自己株式を買付ける方式により、当社取締役に対して権利付与することを決議いたし















３ 【配当政策】 





役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

(株) 

昭和46年10月 住友商事㈱退社 

昭和47年１月 テル・アヴイエーション㈱取締役 

昭和59年12月 当社取締役 

平成２年８月 東京エレクトロンＦＥ㈱取締役社

長 

平成２年12月 当社取締役退任 

平成５年６月 当社専務取締役 

平成８年６月 当社常勤監査役 

取締役 ― 石 橋 寛 介 

















 



 
 
 

前連結会計年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

によっております。(評価差額は、全部

資本直入法により処理し、売却原価は総

平均法によっております。) 

時価のないもの 

総平均法による原価法によっておりま

す。 

②たな卸資産 

主として個別法による原価法を採用しており

ます。 

③デリバティブ 

時価法によっております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  
  
  

時価のないもの 

同左 

②たな卸資産 

同左 

  
③デリバティブ 

祉t



 





 

 

(表示方法の変更) 
  

前連結会計年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 







 

 

(リース取引関係) 
  

前連結会計年度 

(自 平成13年４月１日 (自 平成43年４月１日 





 

 

当連結会計年度 

１ 売買目的有価証券(平成15年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  





 

 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度につきましては、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引については、

開示の対象から除いているため、該当事項はありません。 

  





(税効果会計関係) 
  

前連結会計年度 

(平成14年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成15年３月31日) 





(１株当たり情報) 
  

  
前連結会計年度 

(自 平成13年４月１日 

当�弾











  



  

    前事業年度 

(平成14年３月31日) 

当事業年度 

(平成15年３月31日) 





    
前事業年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 

















(損益計算書関係) 
  

前事業年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 



(リース取引関係) 
  

前事業年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成14年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 































  
監 査 報 告 書

平成14年６月21日 

  
東京エレクトロン株式会社 

取締役社長 東   哲 郎 殿 

公認会計士 桜友共同事務所 

    

公認会計士 吉  野  昌  年  ࢴ 

    

公認会計士 
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